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ま え が き 

 

ここに公表します「財政事情」は町民の皆さんに町財政の現状

をお知らせすることによって、町財政の実態と町の主要施策につ

いて御理解をいただき、町政の発展について御理解を得るため、

毎年定期的に公表しているものであります。 

今回は、令和４年度決算状況及び令和５年度上半期（令和５年

４月１日～令和５年９月３０日）における予算の執行状況などを

主な内容としています。 

 

 

※なお、令和４年度決算状況につきましては、令和４年度決算統

計のデータを基に作成しています。 
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第1  令和4年度における決算状況

１  決算規模

（ 1 ）  概  況

　令和4年度は町税が63,182千円増加、ふるさと納税寄附金は189,690千円増加するなど自主財源は増加しましたが、アベニール木葉建設事業や防災情報伝達システム等整備事業、
　体育施設の改修事業といった大型事業の完了により歳入・歳出全体で減少しました。

表 1 歳入決算額 （千円）

町 税 623,695 560,513 63,182 11.3

地方交付税 1,494,746 1,497,959 ▲ 3,213 ▲ 0.2

国県支出金 858,404 1,277,166 ▲ 418,762 ▲ 32.8

繰 越 金 61,530 159,413 ▲ 97,883 ▲ 61.4

町 債 195,645 629,000 ▲ 433,355 ▲ 68.9

そ の 他 1,968,442 1,700,604 267,838 15.7

計 5,202,462 5,824,655 ▲ 622,193 ▲ 10.7

  令和4年度の一般会計の決算は歳入5,202,462千円、歳出4,893,899千円となっています。

伸び率R4 R3 比較

  これを令和3年度と比較しますと、歳入は622,193千円減、歳出は839,226千円減となり、前年比は歳入10.7％減、歳出14.6％減となっています。
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図 １ 決算規模の推移
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２   歳    入

（ 1 ）  概    況

  歳入総額が減少した主な要因は、国庫・県支出金の418,762千円減、地方債433,355千円減などがあげられます。
  歳入決算額は5,202,462千円で前年度に比べ、率にして10.7％減少しています。
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図 2  歳入決算額の推移

町税 地方譲与税 地方交付税 国庫支出金 県支出金 地方債 その他
一般財源

一般財源とは町税、地方譲与税、地方交付税、一般寄付
金、純繰越金、売却目的が具体的に特定されない財産収入
等の合計額をいい、その大部分は使途が特定されていない
財源で、その歳入総額に占める割合が大きくなるほど地方
自治体の自主性が活かされます。
令和4年度の一般財源の総額は2,278,223千円で、前年度

と比較し、額にして64,707千円の増、率にして2.9％の増で歳
入総額に占める一般財源の構成比は43.8％と前年度より
5.8％増加しています。主な増額の要因は、ふるさと納税寄
附金の189,688千円増によるものです。
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( 2 )  自主財源と依存財源の推移
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３  歳  出

（ 1 ）  概  況
歳出決算額は、4,893,899千円で、前年度と比較し額にして839,226千円、率にして14.6％減少しました。

（ 2 ）  目的別経費
  歳出の目的別経費分類は、行政活動のどの分野にどれだけの経費が導入されているかをみるものです。令和4年度歳出決算目的別経費及び構成比をみると、総務費1,958,288
千円（40.0％）、民生費1,016,211千円（20.8％）、衛生費494,580千円（10.1％）の順になっています。
  昨年度対比で最も減少率が高いのは消防費の52.5％減少です。これは防災情報伝達システム等の整備事業完了によるものです。
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図 6  目的別歳出決算額の推移

教育費 農林水産業費 土木費 民生費 総務費 衛生費 消防費 災害復旧費 公債費 その他
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（ 3 ）  経常的収入

表 2  経常的収入の推移
2,132,459

区分 経常的収入
歳入総額に
占める割合

対前年度
増加率

             

H20 2,144,511 62.24 0.57
H21 2,129,279 65.56 ▲ 0.71
H22 2,305,264 73.86 8.27
H23 2,354,992 66.22 2.16
H24 2,320,642 67.33 ▲ 1.46
H25 2,315,623 74.35 ▲ 0.22
H26 2,239,745 74.37 ▲ 3.28
H27 2,326,713 72.13 3.88
H28 2,299,468 71.47 ▲ 1.17
H29 2,284,628 70.60 ▲ 0.65
H30 2,328,277 70.20 1.91
R1 2,296,536 58.70 ▲ 1.36
R2 2,368,431 57.70 3.13
R3 2,785,180 57.20 17.60
R4 2,722,690 52.30 ▲ 2.24

（単位：千円）

  経常的収入とは、毎年度継続的かつ安定的に収入されるものをいい、歳入措置の安定性を表す指標となるものですが、行政水準の持続的な向上を確保していくために
は、経常的収入が行政活動の進展に対応して伸長していくことが必要です。令和4年度は令和3年度に比べて普通交付税が減少したため、経常的収入が減少しました。
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図 5  歳入総額に占める経常的収入の割合（％）
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（ ３ ）  性質別経費

ア  概  況
  性質別分類を大別すると、１．義務的経費（人件費、扶助費、公債費）、2.投資的経費（普通建設事業、災害復旧事業）、3.その他の経費（物件費、維持補修費、補助費等、積立金、投資及び出
資金、貸付金、繰出金、その他）に分けられ、各々の経費の性質を基準とした分類で経費の経済的機能を知ることができます。
  図７の性質別歳出決算額の推移をみますと人件費9,206千円（1.5％）増、扶助費69,970千円（10.6％）減、公債費7,877千円（3.4％）増となっており義務的経費は52,887千円（3.5％）減少していま
す。
  主な減少理由として、新型コロナウイルス感染症に係る生活援助等を目的とした子育て世帯臨時特別給付金87,700千円減があげられます。
　投資的経費は、アベニール木葉建設事業などの大型事業が完了したことにより748,361千円（55.8％）減少しました。
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図 7  性質別歳出決算額の推移

人件費 扶助費 公債費 物件費 維持補修費 補助費等 積立金 繰出金 投資的経費 その他
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イ  経常的経費・義務的経費

表 3
H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

金 額 2,296,458 2,385,038 2,362,190 2,298,545 2,184,737 2,178,239 2,199,189 2,222,075 2,288,988 2,268,148 2,193,865 2,372,775 2,503,908

比 率 75.8 80.7 80.2 78.3 73.8 71.9 72.4 60.9 58.4 59.1 39.3 41.4 51.2

金 額 1,195,981 1,269,060 1,242,063 1,236,913 1,244,636 1,250,983 1,256,788 1,259,998 1,297,718 1,320,251 1,304,760 1,505,854 1,393,546

比 率 39.5 42.9 42.2 42.1 42.0 41.3 41.4 34.5 33.1 34.4 23.4 26.3 28.5

ウ  経常収支

表 4

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

金      額 2,305,264 2,354,992 2,320,642 2,315,623 2,239,545 2,326,713 2,299,468 2,284,628 2,328,277 2,296,536 2,368,431 2,785,180 2,722,690

対前年伸率 - 2.2 ▲ 1.5 ▲ 0.2 ▲ 3.3 3.9 ▲ 1.2 ▲ 0.6 1.9 ▲ 1.4 3.1 17.6 ▲ 2.2

金      額 2,296,458 2,385,038 2,362,190 2,298,545 2,184,737 2,178,239 2,199,189 2,222,075 2,288,988 2,268,148 2,193,865 2,372,775 2,503,908

対前年伸率 - 3.9 ▲ 1.0 ▲ 2.7 ▲ 5.0 ▲ 0.3 1.0 1.0 3.0 ▲ 0.9 ▲ 3.3 8.2 5.5

金      額 1,882,756 1,920,433 1,899,746 1,881,827 1,788,389 1,857,832 1,828,019 1,816,667 1,817,028 1,820,510 1,895,987 2,127,603 2,154,372

対前年伸率 - 2.0 ▲ 1.1 ▲ 0.9 ▲ 5.0 3.9 ▲ 1.6 ▲ 0.6 0.0 0.2 4.1 12.2 1.3

金      額 1,877,975 1,957,997 1,941,302 1,868,261 1,739,039 1,706,039 1,738,096 1,759,660 1,791,352 1,773,405 1,702,834 1,862,178 1,933,003

対前年伸率 - 4.3 ▲ 0.9 ▲ 3.8 ▲ 6.9 ▲ 1.9 1.9 1.2 1.8 ▲ 1.0 ▲ 4.0 9.4 3.8

金      額 ▲ 37,564 ▲ 41,556 13,566 49,350 151,793 89,923 57,007 25,676 47,105 47,105 193,153 265,425 221,369

対前年伸率 - ▲ 10.6 132.6 263.8 207.6 ▲ 40.8 ▲ 36.6 ▲ 55.0 83.5 0.0 310.0 37.4 ▲ 16.6

臨時財政対策債⑥ 金　　　額 183,145 130,302 113,102 103,600 94,528 92,814 73,724 77,848 80,461 58,577 60,730 0 21,945

90.9 92.994.1 92.4 87.5 91.4

  経常的経費とは臨時的経費に対する経費で、毎年継続的に支出される経費をいい、義務的経費とは任意的経費に対する経費で、その支出が法律上又は性質上義務づけられている人件
費、扶助費、公債費をいいます。

  財政構造の弾力性を判断する指標の一つとして、経常的経費に充当された一般財源の額を経常的一般財源総額で割った比率（％）を経常収支比率といいます。
  町税及び普通交付税を中心とする経常的な一般財源収入が、人件費、扶助費のように容易に縮小することができない経費にどの程度消費されているのか、その大きさによって弾力性を判
断するものです。
  したがって経常的経費に充当した経常一般財源の残余（経常余剰財源）が大きいほど、臨時の財政需要に対して余裕をもつことになり、財政構造は弾力的といわれます。
  更に臨時的経費の大部分は建設事業ですので経常収支比率（経常経費に充当される一般財源の額／一般財源の額×100（％））により、機能的に社会資本充実の強弱をみることができま
す。
  次表により本町における経常収支比率がわかります。

87.094.4

経常収入①

経常経費②

経常一般財源③

94.4

経常経費に充当さ
れる一般財源④

88.8

区     分

経常的経費

義務的経費

区          分

経常一般財源
余剰⑤（③-④）

経常収支の比率⑦
（④／③+⑥）

87.595.5 96.4
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４  財政力指数

     財政力指数＝基準財政収入額／基準財政需要額

表 5

区          分 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

当 町 の 財 政 力 指 数 0.226 0.227 0.224 0.205 0.201 0.228 0.234 0.251 0.277 0.283 0.302 0.3 0.326 0.315 0.279 0.310

同上過去３ヶ年の平均値 0.225 0.228 0.226 0.219 0.210 0.211 0.221 0.238 0.254 0.270 0.290 0.290 0.310 0.320 0.310 0.300

  なお、この基準財政需要額が、基準財政収入額を上回ったときは、地方行政の均等を図るため、地方交付税で不足財源が措置されます。

  財政力を測定する一つの尺度として財政力指数があります。これは全国的にみて標準的な行政を行なう場合に必要とされる経費（基準財政需要額）をまかなうため、自主的に徴収される
標準的な収入（基準財政収入額）との比較をしたものです。
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表 6  経常一般財源の経常経費に対する充当率の推移

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4
人 件 費 26.0 24.2 26.3 26.0 25.2 27.7 27.0 27.6 27.9 28.2 29.3 25.2 25.6 25.9
扶 助 費 5.8 5.7 6.3 6.8 6.7 7.3 7.4 7.6 7.9 8.3 8.9 11.9 7.4 7.5
公 債 費 11.9 11.5 11.7 12.2 12.5 9.9 9.8 10.2 10.4 10.7 10.8 10.5 10.3 10.5
物 件 費 11.8 11.3 11.5 11.6 12.2 13.0 12.0 12.8 12.0 11.7 12.1 11.9 12.4 13.2

維持補修費 0.3 0.2 0.2 0.7 0.4 0.7 0.7 0.5 1.0 1.2 0.5 0.3 0.5 0.3
補 助 費 等 26.1 26.0 26.2 26.4 24.6 20.9 17.9 19.8 19.7 19.8 19.4 18.6 19.6 19.3
繰 出 金 12.0 12.0 13.1 12.7 12.6 12.9 12.7 12.9 14.0 14.5 13.4 13.3 11.8 12.1

経常収支比 93.9 90.9 95.5 96.4 94.1 92.4 87.5 91.4 92.9 94.4 94.4 87.0 87.5 88.8
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図 8  財政力指数の年度別推移
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図 9   経常収支比率の年度別推移
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５  町債及び一時借入金の状況（令和４年度末現在高）

表 7  町債の状況 表 8  借入先別町債現在高
（単位：千円） （単位：千円）

区分 金額 区分 金額
公共事業等債 318,060 政府資金 2,024,368
一般単独事業債 485,944 地方公共団体金融機構 400,271
公営住宅建設事業債 314,524 市中銀行 33,578
全国防災事業債 38,064 その他の金融機関 22,240
教育・福祉施設等整備事業債 122,467 共済等 159,326
災害復旧事業債 106,491 その他 95,100
財源対策債 181,406 特定資金 0
臨時財政対策債 1,055,494 計 2,734,883
防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 109,328
減収補填債 3,105

計 2,734,883

11.6%
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11.5%

1.4%
4.5%3.9%

6.6%

38.6%
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図 10  町債の状況

公共事業等債 一般単独事業債

公営住宅建設事業債 全国防災事業債

教育・福祉施設等整備事業債 災害復旧事業債

財源対策債 臨時財政対策債

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 減収補填債
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図 11  借入先別町債現在高

政府資金 地方公共団体金融機構

市中銀行 その他の金融機関

共済等
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６  町有財産の状況
令和5年3月31日現在における町有財産の概要は、下記のとおりで町が所有する財産は次のように分類されます。

公用財産 町が事務又は事業を執行するために直接に使用することを目的とする財産、例えば庁舎など
行政財産

公共用財産 住民の一般的利用に供することを目的とする財産、例えば道路、図書館など
1  公有財産

普通財産 行政財産以外の一切の財産

2  物品 備品、消耗品、動物
3  債権 金銭の給付を請求し得る権利、例えば有価証券、損害賠償請求権
4  基金   特定目的のため財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を運用するために設けられるもの

表 9

前 年 度 末
現 在 高

決 算 年 度 中
増 減 面 積

決 算 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

決 算 年 度 中
増 減 面 積

決 算 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

決 算 年 度 中
増 減 面 積

決 算 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

決 算 年 度 中
増 減 面 積

決 算 年 度 末
現 在 高

10,178.57 10,178.57 951.23 951.23 808.64 808.64 1,759.87 1,759.87

810.10 810.10

学 校 59,476.00 59,476.00 305.00 305.00 11,075.50 11,075.50 11,380.50 11,380.50

公 営 住 宅 19,480.49 19,480.49 4,816.59 4,816.59 1,168.44 1,168.44 5,985.03 5,985.03

地域資源活用住宅 446.22 446.22 111.58 111.58 111.58 111.58

公 民 館 18,523.00 18,523.00 44.44 44.44 1,523.65 1,523.65 1,568.09 1,568.09

共 同 調 理 場 378.18 378.18 378.18 378.18

農 産 物 加 工 所 1,058.00 1,058.00 143.59 143.59 143.59 143.59

地域活性化住宅 1,470.00 1,470.00

地域優良賃貸住宅 2,471.85 2,471.85 2,471.85 2,471.85

ふ れ あ い の 丘 44,886.31 44,886.31 153.40 153.40 2,924.25 2,924.25 3,077.65 3,077.65

観 光 拠 点 施 設 254.30 254.30 99.75 99.75 99.75 99.75

木葉駅前活性化施設 2,344.00 2,344.00 421.25 421.25 421.25 421.25

工 芸 館 1,085.00 1,085.00 90.29 90.29 90.29 90.29

そ の 他 施 設 69,370.85 1,311.62 70,682.47 865.70 865.70 2,542.59 ▲ 6.72 2,535.87 3,408.29 ▲ 6.72 3,401.57

6,780.54 ▲ 2,124.55 4,655.99 147.25 147.25 17.28 17.28 164.53 164.53

59,637.00 3,837.00 63,474.00

2,125.61 4,741.00 6,866.61

531,100.79 3,018.00 534,118.79

232,780.00 232,780.00

9,553.83 162.00 9,715.83

1,071,360.61 10,945.07 1,082,305.68 8,150.07 8,150.07 22,910.38 ▲ 6.72 22,903.66 31,060.45 ▲ 6.72 31,053.73

山 林

区 分

土 地 （ 延 地 積 ） ㎡
建    　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　   物　㎡

木 造 延 面 積 非 木 造 延 面 積 延 面 積 計

原 野

雑 種 地

計

本 庁 舎

消 防 施 設

そ の 他 の 施 設

公

共

用

施

設

宅 地

畑

田
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表 10  有価証券 （単位：円）

区 分 前年度末現在高 決算年度中現在高 決算年度末現在高

（ 株 ） 熊 本 放 送 株 券 100,000 0 100,000

計 100,000 0 100,000

表 11  出資による権利 （単位：円）

区 分 前年度末現在高 決算年度中現在高 決算年度末現在高

熊 本 県 畜 産 協 会 寄 託 証 券 100,000 0 100,000

熊本県労働者共済会生活協同組合出資金 200,000 0 200,000

熊 本 県 農 地 管 理 公 社 出 捐 金 109,000 0 109,000

熊本県中小企業振興公社出捐金 50,000 0 50,000

熊本県農業後継者育成基金出捐金 927,000 0 927,000

熊本県林業従事者育成基金拠出金 590,000 0 590,000

熊本県角膜 ・腎臓バンク協会出捐金 333,000 0 333,000

熊本県雇用環境整備協会出捐金 1,100,000 0 1,100,000

熊 本 県 暴 力 追 放 協 議 会 出 捐 金 150,000 0 150,000

熊 本 さ わ や か 長 寿 財 団 出 捐 金 328,000 0 328,000

熊 本 開 発 セ ン タ ー 出 捐 金 83,000 0 83,000

玉 名 森 林 組 合 出 資 金 100,000 0 100,000

信 用 保 証 協 会 出 捐 金 6,200,000 0 6,200,000

農 業 信 用 基 金 協 会 出 資 金 1,330,000 0 1,330,000

地 方 公 営 企 業 等 金 融 機 構 300,000 0 300,000

熊 本 県 環 境 整 備 事 業 団 3,000 0 3,000

計 11,903,000 0 11,903,000
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表 12  基  金

【 一般会計 】 （単位：円）

前 年 度 末 現 在 高 決 算 年 度 末 現 在 高

3,138,560,764 791,985,856 ▲ 353,741,000 3,576,805,620

516,113,000 30,018,000 ▲ 30,000,000 516,131,000

370,090,000 1,400,000 ▲ 166,000 371,324,000

2,252,357,764 760,567,856 ▲ 323,575,000 2,689,350,620

町有施設整備基金 1,019,939,000 200,716,000 ▲ 17,000,000 1,203,655,000

地域福祉基金 135,446,855 300,000 135,746,855

ふるさと創生基金 282,762,000 1,503,000 284,265,000

ふるさと水と土保全基金 7,000,000 7,000,000

ふるさと納税寄附金基金 777,251,000 551,859,000 ▲ 306,575,000 1,022,535,000

平成28年熊本地震復興基金 26,035,869 26,035,869

森林環境譲与税基金 1,953,052 538,038 2,491,090

かん水施設事業基金 619,988 239,791 859,779

地域環境整備基金 1,350,000 27 1,350,027

ウクライナ避難民支援基金 2,662,000 2,662,000

地域優良賃貸住宅基金 2,750,000 2,750,000

1,000,000 0 0 1,000,000

1,000,000 1,000,000

3,139,560,764 791,985,856 ▲ 353,741,000 3,577,805,620

（単位：円）

前 年 度 末 現 在 高 決 算 年 度 末 現 在 高

54,000,000 54,000,000

121,000,000 5,000,000 126,000,000

40,029,667 800 40,030,467

10,000,540 200 10,000,740

225,030,207 5,001,000 0 230,031,207

【 合計 】

前 年 度 末 現 在 高 決 算 年 度 末 現 在 高

3,364,590,971 796,986,856 ▲ 353,741,000 3,807,836,827

簡易水道事業基金

1.積立基金

財政調整基金

減債基金

介護給付費準備基金

合計

区 分

計

収入印紙等購入基金

計

区 分

決算年度中増減高

決算年度中増減高

区 分

その他特定目的基金

決算年度中増減高

国民健康保険特別会計

木葉財産区特別会計

２.定額運用基金

【 特別会計 】
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第 2  令和4年度特別会計決算状況

  令和4年度特別会計の決算状況は次のとおりです。

 表 13 （ 単位 ： 円 ）

国 民 健康 保険 簡 易 水 道 木 葉 財 産 区 介 護 保 険 土 地 取 得 宅 地 開 発 後期高齢者医療 特 別 会計 合計

 予算現額                 （Ａ） 750,233,000 153,599,000 8,756,000 769,150,000 25,392,000 96,119,000 102,119,000 1,905,368,000

 収入済額                 （Ｂ） 680,538,247 155,677,758 8,805,501 761,343,345 25,391,270 91,263,505 98,257,739 1,821,277,365

 収入率   （Ｂ）／（Ａ）  （Ｃ） 90.7 101.4 100.6 99.0 100.0 94.9 96.2 95.6

 差引      （Ｂ）－（Ａ）  （Ｄ） ▲ 69,694,753 2,078,758 49,501 ▲ 7,806,655 ▲ 730 ▲ 4,855,495 ▲ 3,861,261 ▲ 84,090,635

 予算現額                 （Ｅ） 750,233,000 153,599,000 8,756,000 769,150,000 25,392,000 96,119,000 102,119,000 1,905,368,000

 支出済額                 （Ｆ） 619,880,583 108,793,669 7,410,276 704,898,441 25,391,270 80,889,400 98,257,739 1,645,521,378

 支出率    （Ｆ）／（Ｅ）  （Ｇ） 82.6 70.8 84.6 91.6 100.0 84.2 96.2 86.4

 差引       （Ｅ）－（Ｆ）  （Ｈ） 130,352,417 44,805,331 1,345,724 64,251,559 730 15,229,600 3,861,261 259,846,622

 予算余剰金額 （Ｂ）－（Ｆ） 60,657,664 46,884,089 1,395,225 56,444,904 0 10,374,105 0 175,755,987

区 分

歳

入

歳

出
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第3　令和５年度上半期予算執行状況

    令和５年度一般会計予算の上半期執行状況は次のとおりです。

（歳入） （歳出） 令和5年9月30日現在

予算額 構成比 町民一人 収入済額 町民一人 予算額 構成比 町民一人 支出済額 町民一人

款 （千円） （％） 当り（円） （千円） 当り（円） 款 （千円） （％） 当り（円） （千円） 当り（円）

(71,786)
2,959,092

(9,427)
485,617

(118,466)
409,339

(46,320)
844,839

(60,330)
1,550,124

(49,200)
255,904
(43,829)

26,217
(199,679) (199,679)
6,082,645 6,082,645

※計の数値は端数調整の関係上内訳と一致しない場合があります

7,759

316,836

1,096,162

106,706

221,014

396,170

54,080

0.0 253 0

法 人 事 業 税 交 付 金 2,465 0.0 476 2,092 404 農林水産業費

180,667地 方 譲 与 税

66,575 議 会 費 62,065 1.0 11,982

571,253

31,517 6,084町 税 594,927 9.8 114,851 344,858

8,6537,157 935,854

47 9 民 生 費

48.6

18.0 363,804利 子 割 交 付 金 202 0.0 39

37,074

211,614

1,670 総 務 費0.6

70,232

93,748 174,463 33,680

0 労 働 費 00 0

配 当 割 交 付 金 1,248 0.0 241 8.0

株式譲渡所得割交付金 1,308 0.0

商 工 費

286 55 衛 生 費

0

地 方 消 費 税 交 付 金 89,352 1.5 17,249 63,251 12,211 4291.0 11,997 2,224

20,600 39,666 7,6581.8

62,146

地 方 特 例 交 付 金 5,407 0.1 1,044 42,667 73,9625,407 1,044 消 防 費 3.6

6.5 30,68076,481 158,9241,031,198 199,073 教 育 費地 方 交 付 税 1,441,621 23.7 278,305

732交通安全対策特別交付金 700 0.0 135 264 51 災害復旧費 0.9

19,941分 担 金 及 び 負 担 金 0.1 1,498 3,686 43,540

10,440

910 0

103,296

3,791

34,683 予 備 費

3.7

4,716 0.1

公 債 費 225,538712

61,165 15,113

75,472

使 用 料 及 び 手 数 料 72,094 1.2 13,918

国 庫 支 出 金 13.9 163,096

6,696

2,918

0

14,570

2,243 433財 産 収 入 421 0.0 81

県 支 出 金 5.2

寄 附 金 802,002 13.2 154,827 390,967 75,476

95,560

諸 収 入 0.5 5,836 6,080

繰 入 金 25.5 299,252 495,000

30,229 1,174

0町 債 4.2 49,402 0

1,968,729

22,149

計 380,064100.0 1,174,256計 100.0 1,174,256 2,594,999 500,965

繰 越 金 0.4 5,061 114,734

世帯数 2,102 世帯

一般会計予算

上段(  )内は繰越事業充当繰越額 人口 5,180 人

環 境 性 能 割 交 付 金 1,916 79,023 81,228 15,681

14,278

0.0 370 965 186 土 木 費 6.7

15



    令和５年度の上半期の住民負担状況は次のとおりです。
（町税）

収入済額 町民一人 一世帯当り
（千円） 当り（円） （円）

※計の数値は端数調整の関係上内訳と一致しない場合があります

507,061

町債現在高

区 分

19,131 47,146町 民 税 99,100

会　　計　　名

一 般 会 計 2,626,577

4,611 11,364

現　在　高　(千　円)

町 た ば こ 税 12,686 2,449 6,035

簡 易 水 道 特 別 会 計 306,663 59,201固 定 資 産 税 209,185 40,383 99,517

借　　入　　先

軽 自 動 車 税 23,887

一時借入金状況

一 般 会 計

会　　計　　名 借　入　金（千  円）

町民一人当たり(円)

計 344,858 66,575 164,062

0

16



    令和５年度国民健康保険特別会計予算の上半期執行状況は次のとおりです。

（歳入） （歳出） 令和5年9月30日現在

予算額 構成比 被 保 険 者 収入済額 被 保 険 者 予算額 構成比 被 保 険 者 支出済額 被 保 険 者

款 （千円） （％） 一人当り（円） （千円） 一人当り（円） 款 （千円） （％） 一人当り（円） （千円） 一人当り（円）

国 民 健 康 保 険 税 119,535 17.2 96,244 39,621 31,901 総 務 費 20,588 3.0 16,576 10,191 8,205

使 用 料 及 び 手 数 料 5 0.0 4 11 9 保 険 給 付 費 476,660 68.5 383,784 212,996 171,494

国 庫 支 出 金 35 0.0 28 0 0
国民健康保険事業費納付

金
165,268 23.7 133,066 55,080 44,348

県 支 出 金 495,068 71.1 398,605 205,128 165,159 保 健 事 業 費 22,842 3.3 18,391 4,071 3,278

財 産 収 入 2 0.0 2 1 5 基 金 積 立 金 1 0.0 1 0 0

繰 入 金 67,263 9.7 54,157 0 0 諸 支 出 金 452 0.1 364 106 85

繰 越 金 10,000 1.4 8,052 60,658 48,839 予 備 費 10,192 1.5 8,206 0 0

諸 収 入 4,095 0.6 3,297 6,694 5,390

計 696,003 100.0 560,389 312,113 251,299 計 696,003 100.0 560,389 282,444 227,411

※計の数値は端数調整の関係上内訳と一致しない場合があります
被保険者数 1,242 人

国民健康保険特別会計予算
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   令和５年度簡易水道特別会計予算の上半期執行状況は次のとおりです。

（歳入） （歳出） 令和5年9月30日現在

予算額 構成比 利用者 収入済額 利用者 予算額 構成比 利用者 支出済額 利用者

款 （千円） （％） 一人当り（円） （千円） 一人当り（円） 款 （千円） （％） 一人当り（円） （千円） 一人当り（円）

(40,030)
79,607

(40,030)
1

(40,030) (40,030)
130,461 130,461

給水人口 4,696 人

※給水人口は令和５年３月３１日現在

上段(  )内は繰越事業充当繰越額
※計の数値は端数調整の関係上内訳と一致しない場合があります

1,464 312 衛 生 費

25,137

16,952分 担 金 及 び 負 担 金 1,220 0.9 260 23,701 5,047

使 用 料 及 び 手 数 料 70,608 54.1 15,036

61.0

5,35338.6 10,723

0 予 備 費 500

37,934 8,078 公 債 費 50,354

0 0 0

財 産 収 入 1 0.0 0

0.4 106国 庫 支 出 金 0 0.0 0

0

0 0

繰 越 金 0.0 8,524

繰 入 金 45,396 34.8 9,667 0

0 0

6,854 1,460

町 債 13,233 10.1 2,818

諸 収 入 2 0.0 0

0 0

簡易水道特別会計予算

100.0 8,524 48,838 10,40046,252 9,849100.0 8,524 計計
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    令和５年度介護保険特別会計予算の上半期執行状況は次のとおりです。

（歳入） （歳出） 令和5年9月30日現在

予算額 構成比 被 保 険 者 収入済額 被 保 険 者 予算額 構成比 被 保 険 者 支出済額 被 保 険 者

款 （千円） （％） 一人当り（円） （千円） 一人当り（円） 款 （千円） （％） 一人当り（円） （千円） 一人当り（円）

使 用 料 及 び 手 数 料 1 0.0 1 0 0 保 険 給 付 費 664,430 87.5 342,490 272,162 140,290

国 庫 支 出 金 192,705 25.4 99,332 92,305 47,580 地 域 支 援 事 業 費 62,581 8.2 32,258 16,572 8,542

支 払 基 金 交 付 金 186,609 24.6 96,190 87,853 45,285 基 金 積 立 金 1 0.0 1 0 0

県 支 出 金 107,414 14.1 55,368 44,430 22,902 公 債 費 0 0.0 0 0 0

財 産 収 入 1 0.0 1 1 1 諸 支 出 金 2,158 0.3 1,112 9 5

繰 入 金 132,709 17.5 68,407 0 0 予 備 費 193 0.0 99 0 0

諸 収 入 3,648 0.5 1,880 1,062 547

※計の数値は端数調整の関係上内訳と一致しない場合があります
被保険者数 1,940 人

繰 越 金 17,250 2.3 8,892

10,046 5,178保 険 料 118,860 15.7 61,268

759,197 100.0 391,339

3.9 15,37860,480 31,175 総 務 費 29,834

56,445 29,095

介護保険特別会計予算

100.0 391,339 298,789 154,015342,576 176,586 計 759,197計
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    令和５年度宅地開発特別会計予算の上半期執行状況は次のとおりです。

（歳入） （歳出） 令和5年9月30日現在

予算額 構成比 収入済額 予算額 構成比 支出済額

款 （千円） （％） （千円） 款 （千円） （％） （千円）

(0)
18,006

財 産 収 入 8,432 45.6 4,216 予 備 費 500 2.7 0

(0)

10,074

(0) (0)
18,506 18,506

上段(  )内は繰越事業充当繰越額

※計の数値は端数調整の関係上内訳と一致しない場合があります

100.0 14,590 100.0計

宅地開発特別会計予算

2,800宅 地 開 発 費0.0

2,800

54.4 10,374

計

0 97.3繰 入 金 0

繰 越 金
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    令和５年度後期高齢者医療特別会計予算の上半期執行状況は次のとおりです。

（歳入） （歳出） 令和5年9月30日現在

予算額 構成比 被 保 険 者 収入済額 被 保 険 者 予算額 構成比 被 保 険 者 支出済額 被 保 険 者

款 （千円） （％） 一人当り（円） （千円） 一人当り（円） 款 （千円） （％） 一人当り（円） （千円） 一人当り（円）

使 用 料 及 び 手 数 料 1 0.0 1 1 1
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

86,744 83.0 78,501 18,358 16,614

繰 入 金 30,545 29.2 27,643 0 0 保 険 事 業 費 8,550 8.2 7,738 1,621 1,467

繰 越 金 1 0.0 1 0 0 諸 支 出 金 110 0.1 100 0 0

諸 収 入 14,811 14.2 13,404 12 11 予 備 費 1,000 1.0 905 0 0

計 104,561 100.0 94,625 25,922 23,459 計 104,561 100.0 94,625 20,726 18,757

※計の数値は端数調整の関係上内訳と一致しない場合があります
被保険者数 1,105 人

7.8後期高齢者医療保険料 59,203 56.6 53,577 67625,909 23,447 総 務 費 8,157 7,382 747

後期高齢者医療特別会計予算
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    令和５年度木葉財産区特別会計予算の上半期執行状況は次のとおりです。

（歳入） （歳出） 令和5年9月30日現在

予算額 構成比 収入済額 予算額 構成比 支出済額

款 （千円） （％） （千円） 款 （千円） （％） （千円）

財 産 収 入 6,556 77.5 350 総 務 費 3,742 44.2 0

繰 越 金 1,900 22.5 1,395 農 林 水 産 業 費 4,561 53.9 6

諸 収 入 1 0.0 0 予 備 費 154 1.8 0

計 8,457 100.0 1,745 計 8,457 100.0 6

※計の数値は端数調整の関係上内訳と一致しない場合があります

木葉財産区特別会計予算
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